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PFI法に基づく事業をPFI（Private Finance Initiative）と呼称し、より広義の官民連
携に係る概念をPPP（Public Private Partnership）と呼称する

2011年
PFI法改正
により制定

コンセッション（改正PFI法）

PFI事業

行政サービス等の民間への開放

民間資金を活用した
公共施設の整備・運営

公共が行う行政サービス全般の民間への委任・委託等

民が行う公共公益性の高い収益事業に係る官民パートナーシップ

パブリックのアセット等を活かした民間ビジネスの創出

PFI法の該当範囲

広義のPPPの領域

既存利用料金施設の長期包括的な経営の委任

PPP/PFIの概念
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出典：内閣府HP等を一部参考に作成

従来型の発注 PPP/PFIの発注

PPP/PFIの導入効果 ①包括発注

PPP/PFIを活用することで、公共側の人員を政策立案や企画・計画といった業務に専
念させることができるようになる
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• 公募時に、公共施設との運営に求める成果（アウトカム）を明確に定義した「要求水準書」をあら
かじめ提示

• 民間事業者は提案時に要求水準を達成するために必要となる「業務仕様」や「KPI（Key

Performance Indicator）を提案

• 公共は、民間事業者からの提案内容を前提に、民間事業者が事業期間にわたって提案内容を
確実に履行しているかをモニタリング

仕様発注（従来型発注方式） 性能発注（PPP/PFIの発注方式）

民間企業の位置づけ 管理者の補助者 運営主体・事業主体

業務の範囲 限定的委託 包括的委託

契約年数 一般的に短期間 一般的に複数年度

業務遂行に係る自由度 限定的 高い自由度

責任分担・リスク分担 管理者の責任が大 民間事業者の責任が大

効率化のインセンティブ 働きにくい 働きやすい

PPP/PFIの導入効果 ②性能発注

性能発注により、民間事業者に対し、業務遂行に係る自由度が与えられ、業務効率
化に係るインセンティブを発揮させることが可能となる
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VFM（Value For Money）の確認により、ライフサイクルコストの視点から見た
PPP/PFI事業の優位性が示されるとともに、民間資金を活用することで、長期的な財
政を平準化することが可能となる

歳
出

時間

歳
出

時間

…

整備期間 運営維持管理期間

…

整備期間 運営維持管理期間

■従来型公共事業

■PFI事業

施設整備費＋運営維持管理費用を
事業期間にわたって平準化して支払うことが可能

毎年度必要となる額を予算化

PPP/PFIの導入効果 ③財政負担の縮減及び平準化

出典：内閣府HP
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付帯事業として民間収益施設と一体で管理運営を実施させることで、収益の一部ま
たは地代・使用料を公共施設等の運営費に充当することが可能となる

公共施設等

付帯事業
（民間収益事業）

公共施設用地

借地または使用許可等

収益の一部還元

地代・使用料

一体的な管理運営

PPP/PFIの導入効果 ④収益事業と一体となった管理運営
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公共がPPP/PFIに求めるものの変化

コストの縮減
公共サービスの
水準の維持・向上

公共施設等の
バリューアップ
（資産価値向上）

民間ノウハウを活用した
地域の課題解決

より経営的なノウハウが必要に！ より柔軟かつ広範なノウハウが必要に！

近年、公共がPPP/PFIに求めるものは、より広範な民間ノウハウが求められる傾向に
ある
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事業概要 プロジェクトフロー

貝塚市では、市内全体の老朽化した市営住宅の老朽化への対策に向け、民間賃
貸住宅を活用した包括的なPFI事業化を行っている

市営住宅8団地

PFIの業務範囲

民間賃貸住宅への
転居・あっせん（274戸）

解体・撤去（7団地）
RC住宅の改修・法定点

検（164戸）

敷地の有効活用
（7団地）

• 市内の民間賃貸住宅
や空き家等の遊休不
動産を借上げ公営住
宅として活用

• 建物所有者と市との
間で借上げ公営住宅
の契約が締結された
際に、宅地建物取引
業者に対し、費用を
支払う

• 移転完了した団地に
ついては、随時解体・
撤去を実施

• 解体・撤去が完了し
た敷地については、
一般定期借地権また
は売却にて民間が活
用

• RC構造の団地（1団
地・6棟）については、
改修等や法定点検を
実施

• 築50年以上の老朽化したRC住宅6棟及び、築50年超の約500戸の老
朽化した木造市営住宅に係る改善対応として、RC住宅の改修及び木
造市営住宅の用途廃止及び民間住宅資産の活用に係るPFI事業を実
施することにより、周辺地域を含むまちの再生を図る。

• 民間事業者に対し、RC住宅の改修や法定点検に加え、木造市営住宅
の現居住者に対する民間賃貸住宅への転居・あっせんを図るとともに、
解体・撤去後の敷地の有効活用についても一体事業化。

平
成
26
年

度
ま
で

平
成
28
年
度

平
成
27
年
度

自治体
（貝塚市）

民間
（地元企業コンソーシアム）

市営住宅建替えのための
PFI導入可能性調査実施

建替型PFIのVFMは見込めないと
評価・判断

PPP/PFI基本構想検討支援による
民間賃貸住宅活用事業化の検討

マーケットサウンディング等の実施

民間賃貸住宅を活用した
PFI事業化の決定

実施方針の公表

地元事業者向け勉強会開催

平
成
29
年
度

実施方針（改訂版）公表、特定事業選定、公募開始

事業者の募集、選定

優先交渉権者の決定

事例①： 市営住宅の有効活用による官民連携事業（貝塚市）

出典 貝塚市公表資料等を参考に作成
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• 愛媛県西予市の「JR卯之町駅」「卯之町商店街」及び重要伝統的建造
物群保存地区を一体的な空間として位置付け、駅前を中心とした包括
的なエリアマネジメントを官民連携手法にて実施することを目指した事
業をPFI事業として実施。

• 対象事業としては、JR卯之町駅舎（公共施設機能を含む）、駅前複合
施設・駅前広場（駐車場、駐輪場、ロータリーを含む）、商店街エリア
（駐車場等）、重要伝統的建造物群の空き家利活用の業務につき、複
数事業をPFI法に基づく特定事業として位置付け

出典 西予市公表資料等を参考に作成

自治体
（西予市）

民間
（地元企業コンソーシアム）

「はちのじ」まちづくり基本構想策定・公表

「はちのじ」推進委員会の設立

事業概要 プロジェクトフロー

西予市では、JR卯之町駅周辺の官民複合機能の整備・運営、民間施設を含めたエ
リアマネジメントの実施にあたって、PFIを活用した事業を実施している

平
成
25

年
度

平
成
26
年
度

平
成
28
年
度

アンケート、ワークショップ等の実施

先導的官民連携事業・調査実施

「卯之町駅前づくり基本方針」答申

平
成
27
年
度

都市再生整備計画 卯之町地区 策定

卯之町「はちのじ」まちづくり整備事業実施方針公表

特定事業選定の取り消し、条件等の見直し

卯之町「はちのじ」まちづくり整備事業実施方針再公表、再公募の開始

地元中核企業及び地元企業のコ
ンソーシアム1者が提案に参加

優先交渉権者の決定、契約締結

平
成
29

年
度 土地取得、JR四国との協議等

事例②： 卯之町「はちのじ」まちづくり整備事業（西予市）

JR 卯之町駅舎
（改修・観光協会事務所整備等）

駅前複合施設
（庁舎別館、駐車場、ロータリー、広場、事務所棟等整備）

商店街（空き店舗の利活用）
【独立採算＋サービス対価インセンティブ有】

重要伝統建造物群（空き家の利活用）
【独立採算＋サービス対価インセンティブ有】

【事業範囲】

9



事業概要 プロジェクトフロー

東京都江東区では、エリアの開発段階に合わせ、事業期間中でも柔軟に各種収益事
業に着手できるようなスキーム上の工夫を行い、管理運営事業化を検討している

• 東京都豊洲市場の移転にあたって、整備が行われる護岸部分の遊歩
道の区への管理移管に伴い、周辺の既存都市公園や区画整理事業に
よって換地が行われる都市公園、水面部分を一体で管理を行う管理運
営事業者を募集。

• 設置許可等の柔軟な運用を通じ、エリアの発展段階に合わせた収益事
業の追加実施等に係る工夫などを講じている。

平
成
26
年
度
ま
で

平
成
28
年
度

平
成
27
年
度

自治体
（東京都江東区）

民間
（民間事業者）

職員発案による事業化検討着手

地方自治研究機構との共同研究

民間提案の募集、個別ヒアリングの実施

公募開始

事業者の募集、選定

○エリアの発展段階に合わせた柔軟な設置管理許可の運用

• 提案時に事業者が提案を行った収益施設等の機能の変更や、収益施設
等の整備、管理及び運営についても、協議のうえ、区が必要だと判断した
場合には、管理運営事業者に許可等を与える。

○イベント窓口の一元化

• 事業者は指定管理者として行為の許可を第三者に与える権限を得るととも
に、占用許可に係る許可関連事務を代行することで、イベント実施にあたっ
ての手続きの簡素化を図る。

POINT

先導的官民連携事業を活用した
事業化検討

公募に向けた検討・準備

東京都による豊洲市場移転凍結に伴い
事業者選定手続きを一体凍結、平成３０年度に再開

事例③： 豊洲埠頭内公園管理運営事業（東京都江東区）
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 市の外郭団体の廃止により、公園施設の管理運営を行
う主体が不在になり、新たな管理運営事業者を募集

 公園全体を対象に、一部または全部のエリアを対象に提
案を受け付けるほか、事業手法（指定管理者制度、設置
管理許可制度等）、市による費用負担、事業期間につい
ても、幅広に提案を受け付けた

 公募段階では、いずれの事業手法についても確約が取
り付けられていなかったが、基本協定締結後、民間事業
者と協議等を進めながら各種手続きを事後的に実施

民間事業者

千葉市

基本協定締結、
設置許可、管
理許可、指定
管理者指定、
業務委託等

• 公園全体（既存指定管理施設、設
置許可施設を除く）の維持管理

• 公園施設（花の美術館などの施
設）の指定管理または管理許可

• 設置許可による収益施設の整備
• 施設リニューアル費用については、

市が建築負担金を民間事業者に
支払い実施

指定管理料、
業務委託料、
建築負担金等

来園者

各種支払い

使用料支払

事例④：稲毛海岸公園施設リニューアル整備・運営事業（千葉市）

千葉市では、公園施設の管理運営主体の廃止に伴い、事業条件の多くを民間事業者
に委ねる柔軟な公募により事業化を図っている

稲毛海岸公園施設リニューアル整備・運営事業：
• 事業対象となる面積全部で約8.3ha

• 対象地域全体の提案も、ゾーンごとの提案も受け付けることとし、
複数事業者の採択もありうる条件とした（ただし、実際には全体
の提案を行った1者を選定）

• 事業期間は20-30年の範囲で提案によるものと下

• 事業手法は、設置許可、管理許可、指定管理者制度及び業務
委託など、幅広に提案を受け付けるものとした

• また、海岸管理者（千葉県）の許可を受けることを前提に、砂浜
における提案も受け付けられるものとした
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